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１．これまでの経過と対応状況について                  

平成 30 年５月 18 日に本市元職員が公共施設改修工事の入札において、落札候補者に価格情報を

漏洩したとして、「公契約関係競売等妨害罪」容疑により逮捕されました。 

これを受け、５月 21 日には、職員の綱紀の保持について徹底を図るため、市長通達「綱紀の粛正

について」を発出するとともに、庁内での契約関係の書類及び情報の管理状況の調査や秘匿性の高い

情報の適正管理に関する関係課長会議を開催するなどの取り組みを踏まえ、緊急対応通知「秘匿性の

高い契約関係情報の適正管理について」など、喫緊の取り組みを講じてきました。 

また、今後の再発防止に向けた根本的な取り組みとして、６月 27 日には、庁内の検証組織である

「入札関係不正行為排除・未然防止検討委員会」を設置し、①人材育成（職員倫理とコンプライアン

ス意識）、②機密情報管理（秘匿性の高い情報の管理）、③入札制度（入札・契約制度）を３本の柱に

それぞれ課題の検証に取り組み、９月には、その検証結果と今後の進め方について、「入札関係不正

行為排除・未然防止に向けた取組みについて（報告）」として取りまとめました。 

さらに、これまでの内部の検証結果を中立・公正な立場から検証し再発防止策を検討いただく観点

から、10月１日に第三者委員会として、「入札不正行為排除・防止検証委員会」を設置、10月９日に

は、第１回の委員会を開催し、事件の経過と庁内委員会での検証内容の報告の後、改めて「入札関係

不正行為排除・未然防止について」を諮問させていただきました。委員会においては、本市における

契約・入札制度などにおける課題・問題点を洗い出すとともに、その改善策について検討いただき、

令和元年５月 14日に「入札関係不正行為排除・未然防止対策について」中間答申をいただきました。 

その後、市として、本答申を真摯に受け止め、掲げられた課題・問題点について適切かつ早急に対

応していくため、庁内委員会において審議を行い、再発防止に向けた取り組みの方向性をとりまとめ、

令和元年 11 月開催の総務委員協議会において報告を行ったところですが、この度、検討を進めてい

た契約制度などの方向性が固まりましたので、改めて、現状を踏まえ報告するものです。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
共
通
事
項 

１ 運用基準の

明確化 

・運用基準の対

象外である施行

関係決裁手続前

の機密情報の取

扱基準が明確で

はない。 

・業務システム

を導入する際

に、当該業務シ

ステム内におけ

る機密情報の管

理手法について

検討が行われる

べきであったに

もかかわらず、

運用基準は、紙

書類を前提とし

た内容のままで

ある。 

 

 

・価格情報を適

切に管理するル

ールを明確に定

め、ルールどおり

に運用する。 

・運用基準が定

められた平成３

年からＯＡ化が

進んだことも踏

まえ、現状の事務

手続きに合わせ

た見直しを行う

ことも必要であ

る。 

・運用基準その

他の工事発注に

おける取扱基準

は、機密情報の取

扱いの厳格性を

確保するととも

に、業務執行上の

負担にも配慮し

たものでなけれ

ばならない。 

 

 

(1) 運用基準（「建設工事の設計及び入札手続等

の運用基準」）の見直しと情報の取扱いの明確

化を図る。 

① 対象範囲 

工事費の積算開始時から落札候補者決定時

まで。 

② 対象情報 

建設工事の設計（積算、検算、校合その他チ

ェック業務を含む）の金額情報及び入札予定

価格（最低制限価格、調査基準価格その他入札

にかかる価格を含む）の情報（以下「機密情報」

という。） 

③ 対象情報の位置づけ 

特に機密性が高い情報 

④ 規定する項目 

「２ 機密情報の最小化と取扱いの厳格化」

に掲げる項目等 

(2) 情報及び文書の取扱いについては、ここに規

定するほか、枚方市事務決裁規程、枚方市文書

取扱規程及び枚方市情報セキュリティポリシ

ーを遵守する。 

 

 

 

 

 

 
 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 

令和元年 11月

に運用基準を

改正した。 

従来から実施

している取組

みも含め、新

しい基準の取

扱いを遵守す

る。 

 

①②③④につ

いて新たに運

用基準に規定

した。 

 

 

 

 

 

(2)は新たに

運用基準に規

定した。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
工
事
発
注
に
お
け
る
情
報
管
理
に
つ
い
て 

２ 機密情報の

最小化と取扱い

の厳格化 

２．１情報取扱

者の事前指名 

当該（＝機密）

情報に接するべ

き職員の範囲が

拡大され、その

結果、当該業務

に直接関係のな

い職員が当該情

報に接すること

にも、抵抗がな

くなっていたと

考えられる。 

 

 

 

 

 

・事案ごとに当

該情報に接する

べき職員を事前

に確定する。 

・処理プロセス

の中で関与すべ

き職員の範囲を

整理することで

価格情報に接す

ることのできる

職員を極力少な

くし、誰が価格情

報にアクセスで

きるかを明確に

する。 

・設計金額、最低

制限価格の計算

や決定に関与し

なければならな

い職員をできる

だけ限定する。 

 

 

 

 

 

(1) 情報取扱者の事前指名 

課長は、あらかじめ、事案ごとに機密情報を

取り扱う職員（以下「情報取扱者」という。）

を指名する。 

(2) 必要最小限の指名 

情報取扱者の指名人数は、違算防止等に留意

した上で、必要最小限とする。 

(3) 情報取扱者リストの作成 

課長は情報取扱者を指名したときは、そのリ

ストを作成する。 

 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 
 

 

 

 

 

 

(1)(2)(3) と

も新たに運用

基準に記載し

た。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
工
事
発
注
に
お
け
る
情
報
管
理
に
つ
い
て 

２．２機密情報

の共有範囲の限

定 

・無制限に同じ

部署の職員が知

り得る状況は

「機密情報管

理」として不適

切である。 

・価格情報に接

することのでき

る職員の範囲も

定まっていな

い。 

 

 

・事案ごとに事

業主管課長が指

定した情報取扱

者のみが情報を

共有することと

する。 

・情報のコピー

対策を講じる。 

 

 

(1) 情報共有者の限定 

機密情報を利用、閲覧及び共有できる者は、

情報取扱者及びその管理職（以下「情報取扱者

等」という。）に限定する。 

(2) 複写の原則禁止 

①  機密紙文書 

機密文書の複写（業務システム等から出力

した文書を含む。）は禁止する。 

ただし、事務処理上やむを得ない場合は、

必要最小限の枚数に限り複写可とし、利用す

る必要がなくなったときは、速やかに裁断等

の措置を行い廃棄する。 

②  機密情報ファイル 

機密情報のファイルの複写は禁止する。た

だし、事務処理上やむを得ない場合は複写可

とし、利用する必要がなくなり次第、速やか

に複写ファイルを削除する。 

 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 
 

 

 

（1）（2）とも

新たに運用基

準 に 規 定 し

た。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
工
事
発
注
に
お
け
る
情
報
管
理
に
つ
い
て 

２．３ 決裁時

等の取扱い 

 

・積算等確認決

裁への情報取扱

者全員の押印を

義務付け、責任の

所在を明確にす

ることが必要。 

・設計金額につ

いて、現時点で

は、契約課への工

事契約締結依頼

時には、紙文書の

手交に限ること

とし、当該紙文書

に接する職員を

限定するととも

に、データの送付

は行わないこと

とする。 

・紙の決裁を持ち

回りにするので

あれば、そのルー

ルも明確にする。 

・最低制限価格

計算シートはデ

ータが残らない

ようにプログラ

ムする。 

・決裁時には決

定関与者の押印

と併せて日付を

入れるなど、情報

の動きが明瞭と

なるようにする。 

 

(1) 工事主管課に関する事項 

① 工事設計図書の積算等確認決裁に関する事

項 

ア 決裁は、文書管理システムによる電子決

裁により起案する。 

イ 工事設計図書は情報接触者を必要最小限

にするため、紙文書で回付する。 

ウ 工事設計図書の回付方法は持ち回り。決

裁者若しくは専決者又は決裁関与者の不

在時は、その場に留置せず持ち帰る。 

エ 合議は、一切省略する。 

②  工事施行決裁に関する事項 

ア 決裁方法は、次に掲げる事項を遵守した

上で、契約主管課長が指定する方法によ

る。 

(ｱ) 決裁及び添付書類には工事設計等金額

は記載しない。 

(ｲ) 予算残額の記載は執行前の節レベルの

額を記載する。 

イ  合議は、事前協議の充実などにより、で

きる限り省略する。 

ウ 紙決裁及び添付文書の回付方法は持ち

回り。決裁者若しくは専決者、決定関与者

又は合議者の不在時は、その場に留置せず

持ち帰る。 

③  工事契約締結依頼に関する事項 

工事契約締結依頼時は、工事設計等金額情

報は紙文書で提出する。 

(2) 契約主管課に関する事項 

①  契約主管課の情報取扱者は、工事設計等金

額を基に入札予定等価格を計算する場合は、

その結果をファイルに保存しない。（電子入

札システムへの入力は除く。） 

②  契約主管課長は、予定価格調書を作成した

ときは直ちに封かんし、入札執行時まで施錠

可能な保管庫に保管する。 

 

 

 

 

(1)①アは平

成 31年 4月か

ら運用開始し

ている。イウ

エは従前から

実施している

が、一部新た

に運用基準に

追加した。 

②アは令和元

年 5 月、契約

課長通知を発

出し実施して

いる。 

 

 

②イウは、従

前より実施し

ているが、一

部新たに運用

基準に規定し

た。 

③は令和元年

5月、契約課長

通知を発出し

実 施 し て い

る。 

(2)①は平成

30 年度から実

施している。 

(2)②は従前

から実施して

いるが、一部

令和元年 9 月

から実施して

いる。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
工
事
発
注
に
お
け
る
情
報
管
理
に
つ
い
て 

   
 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 

 

２．４ 責任の所

在の明確化 

 

情報取扱者のリ

ストを設計図書

に添付すること

や、積算等確認決

裁への情報取扱

者全員の押印を

義務付け（再掲）、

責任の所在を明

確にすることが

必要である。 

 

(1) 情報取扱者リストの作成 

① あらかじめ情報取扱者を指名しリストを作

成する。 

②  積算等確認決裁に情報取扱者リストを添付

する。 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 
 

 

(1)①②とも

新たに運用基

準 に 記 載 し

た。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
工
事
発
注
に
お
け
る
情
報
管
理
に
つ
い
て 

２．５ 業務の見

直し 

価格情報が掲載

されている書類

やデータが多岐

にわたり、職員

が価格情報に接

する機会も多く

なっている。 

 

 

・慣行的書類の

必要性を吟味し、

必要最小限の書

類作成で済むよ

う、事務の見直し

を行う。 

・所管部署を明

確にし、業務担当

職員の意見を考

慮して定期的に

（取扱基準の）見

直しを行うこと

が必要。 

・登録すべきデ

ータの範囲を検

証し、不必要な情

報の登録をしな

いことや、慣行的

に行われている

紙書類の受け渡

しの必要性を再

検証。 

 

 

(1) 適正かつ効率的な業務執行に向け、定期的な

検証・評価・見直しを実施する。 

①  業務フローの分析 

②  業務の取捨選択や新たな手法の導入 

③  その他、改善に向けた検討 

 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 

 

 

 

 

(1)①②③と

も新たに運用

基準に記載し

た。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
紙
ベ
ー
ス
・
デ
ー
タ
の
受
け
渡
し
、
シ
ス
テ
ム
上
で
の
管
理
手
法
（
共
有
範
囲
・
保
管
方
法
）
に
つ
い
て 

２．６機密情報

の管理 

２．６．１ 紙文

書 施錠可能な

保管庫が不足し

ており、事件が

発生した部署に

おいては、機密

情報を含む文書

が、事務室内の

施錠できない収

納棚等に置かれ

ていた。 

このことは、運

用基準に適合し

ておらず、その

ような文書管理

の状態が放置さ

れていたことは

問題である。 

 

 

 

・価格情報を適

切に管理するル

ールを明確に定

め、ルールどおり

に運用する。 

・紙ベースの資

料は施錠可能な

保管庫に保管。 

機密措置不要と

なった時点で通

常保管場所へ移

動するなど明確

に仕分けを行う。 

 

 

 

(1) 施錠可能な保管庫への保管 

機密情報が記載された紙文書（以下「機密文

書」という。）は、業務使用時以外、施錠可能

な保管庫に保管する。 

※  鍵のない保管庫対策として、外付け錠の設

置やスペアキーの作成等により施錠を確保

する。 

(2) 保管管理の徹底 

機密文書の施錠可能な保管庫管理、業務時間

外の保管庫施錠、施錠した鍵の適正保管を徹底

する。 

※  課長が特に必要があると認める場合は、情

報取扱者等が管理できることとし、課長が指

定した保管庫等で施錠保管する。 

(3) 保管場所の仕分け 

機密文書は、それ以外の文書と保管場所を明

確に仕分けるよう努める。 

※ これまでから措置を講じている部署におい

ても、再度徹底を図る。 

 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 
 

 

 

 

(1)は平成 30

年度から実施

している。 

 

 

 

 

(2)は新たに

運用基準に規

定した。 

 

 

 

 

(3)は新たに

運用基準に規

定した。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
機
密
情
報
管
理
】
紙
ベ
ー
ス
・
デ
ー
タ
の
受
け
渡
し
、
シ
ス
テ
ム
上
で
の
管
理
手
法
（
共
有
範
囲
・
保
管
方
法
）
に
つ
い
て 

２．６．２ 電子

ファイル 

・職員番号をパ

スワードにも用

いる職員が多

く、その結果、

契約課の職員の

職員番号が分か

れば財務会計シ

ステムの予定価

格調書等のデー

タを閲覧するこ

とが可能であっ

た。 

・各課の共有デ

ータフォルダ、

各種業務システ

ム内の情報は、

同じ部署の職員

であれば誰でも

見ることができ

る状況となって

いる。 

・データとして

保存されている

価格情報につい

ても、管理のル

ールが定められ

ていない状況で

ある。 

 

 

・データへのアク

セス権限付与の

厳密運用を図る

とともに、アクセ

スしたログの徹

底管理を行う。 

・データにアク

セスしたログの

管理を強化する

ことも検討すべ

きである。 

・各課の共有デ

ータフォルダ、各

種業務システム

内の一部の情報

については、パス

ワードによるア

クセス制限等が

できるよう、シス

テム改修を含め

た見直しを実施

すべきである。 

 

 

(1) 所管業務システムにおけるアクセス記録等

の管理の強化 

① 各種ログ及び情報セキュリティの確保に

必要な記録の取得及び保管する。 

②  ログとして取得する項目、保存期間、取得

方法、取得できなくなった場合の対処等を定

め、適正にログを管理する。 

③  定期的なログの点検・分析機能を設け、必

要に応じ不正操作等の確認を実施する。 

(2) アクセス制御の強化 

①  個人認証カード、ＩＤ、パスワードの適正

管理を行う（他人利用・内容教示の禁止） 

② 共有フォルダ並びに業務システムのフォ

ルダの細分化又はファイルへのパスワード

設定によるアクセス制御等を実施する。 

③  ファイルの保存先は、業務システム又は共

有ファイルサーバのフォルダに限定する。 

④  システムの更新又は改修時、アクセス制御

が必要な情報の検証及び対応策の検討を行

う。 

※ これまでから措置を講じている部署におい

ても、再度徹底を図る。 

 

担当部会 機密情報管理検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 

    

R元年     R２年       R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年内施行 

 

 

 

 

 

 

(1)①②③ と

も新たに運用

基準に記載し

た。 

 

 

 

 

 

(2)について

新たに運用基

準 に 記 載 し

た。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
強
化
】
不
正
行
為
の
防
止
に
関
す
る
職
員
意
識
に
つ
い
て 

不正行為の防止

に関する制度の

意義が職員に十

分理解されず、

有効に機能せ

ず、内部統制が

発揮されていな

い。 

倫理の保持及び

法令の遵守を推

進するためには、

関係情報の一体

的な掲示のほか、

各業務に応じて

特に注意すべき

事項を絞った周

知を行うなど、関

係規程や制度、問

題が生じた際に

取るべき行動を

分かりやすく明

示するとともに、

内部通報制度に

ついても周知を

図る必要がある。 

 

 

 

 

(1) 関係情報の一体的な掲示として、職員倫理や

内部通報制度など関連資料をリンクした「職員

倫理資料室」（※１）を職員ポータルサイト（ペ

ガサスシステムトップ）画面に表示すること

で、各制度の情報を周知し全職員の意識醸成を

図るとともに、各所属において特に注意すべき

項目をピックアップして各業務に応じた活用

を図る。 

(2) 「建設工事の設計及び入札手続等の運用基

準」に基づき、各職場の業務内容に応じた具体

的な取り組みの方法等の取りまとめを行い職

員間での共有を図るよう周知を行う。 

 
 

担当部会 人材育成検討部会 

所管部署 人事課・コンプライアンス推進課 

実施時期 R元年      R２年      R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年末までに

随時対応  完了 

  

(1)について

令和元年 11月

に「職員倫理

資料室」を設

置した。 

 

 

 

(2)について

運用基準の改

訂に合わせ対

応した。 

 

 
※１ 職員倫理資料室 

 

Ⅰ．職務を執行する上で適正かどうかの判断に迷った場合 

〇  職員倫理（コンプライアンス推進課）・・・  公正な職務の執行の確保倫理の保持に関すること 

 

Ⅱ．内部・外部を問わず、不適正・不適切な行為等があった場合 

〇  意見、要望等の記録（コンプライアンス推進課） 

・・・  職務の執行に対する意見、要望等の記録に関すること 

〇  内部通報関係（コンプライアンス推進課） 

・・・  不正・違法・反倫理的行為等があったとき 

〇  社会的妥当性を逸脱した苦情等への対応マニュアル（コンプライアンス推進課） 

・・・  不適当要求行為を受けたとき 

〇  入札・契約に関わる不適正行為の記録・報告事務処理フロー（契約課） 

・・・  事業者等から、入札・契約に関する情報を聞き出そうとするなど不適正と思われる行為があっ

たとき 

Ⅲ．処分事例 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
強
化
】
不
正
行
為
の
防
止
に
関
す
る
職
員
意
識
に
つ
い
て 

職員倫理研修

は、長期にわた

り受講する機会

がない職員もい

る状況となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倫理の保持や法

令の遵守の推進

を職員に浸透さ

せるための研修

を実施するなど、

定期的かつ継続

的に全ての職員

への意識付けを

行うことが必要

である。 

 

 

 

  職員の倫理意識を向上させるため、各ステージ

に応じた効果的な内容で、研修項目の追加充実を

図る。 

また、全ての職員に浸透させるため、受講でき

なかった職員の対応や、職場研修で実施するなど

の取り組みも進める。 

※ 研修における取組内容※２（12ページ）のと

おり 

 

 

 

 

 

 

担当部会 人材育成検討部会 

所管部署 人事課 

実施時期 R元年     R２年      R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年から継続実施 

（入札・契約）

担当者研修に

ついては平成

30 年度に契約

課において実

施した。 

また、令和元

年 12月実施の

職場研修主担

者を対象とし

た公務員倫理

の研修を踏ま

え職場研修を

実施した。 
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※２ 研修における取組内容 

  (1) 内容の拡充を図る研修 

区 分 実施目的 内  容 

入職時 

研 修 

意識の高い入職時期に、市職員とし

て備えるべき基礎的な能力である

公務員倫理についての知識を身に

つける。 

公務員として必要となる基礎的な法律（地方公務員法）

の研修内容（「信用失墜行為の禁止」「秘密を守る義務」

など）を充実する。 

具体例（飲酒運転、不適正な事務処理、情報漏洩等） 

２年目 

研 修 

１年間の実務経験を踏まえ、今後、

誰もが業務中に接する機会がある

情報（機密情報等）について認識を

深め、倫理意識の向上を図る。 

業務上取り扱う情報が、どのような性質のもので、どう

いった点に注意して取り扱うべきかなど、情報に関する

項目を追加する。 

昇格時 

研 修 

立場（職制）や求められる役割が変

わる機会に、倫理意識の新たな気付

きや再確認を促し、意識の向上を図

る。 

新たに主任や課長代理となった職員などを対象とする

新任者研修において、当事者意識の向上につながるよう

過去の不正事案などを周知する。 

職 場 

研 修 

定期的に実施することで全職員の

意識醸成を図る。 

職場研修の項目として、５年に１回程度、必須研修と位

置づけ、各課において発生する可能性があると思われる

業務を洗い出し、職員１人ひとりの課題として未然防止

について話し合う。 

(入札・契約) 

担当者 

研 修 

入札・契約過程における、注意点を

周知徹底することで、機密情報管理

の徹底を図る。 

入札・契約に関わる実担当者に対して、入札・契約過程

における注意すべき点を周知する。 

 

   (2) 新規に実施する研修 

区 分 実施目的 内  容 

３年目 

研 修 

一定の実務経験からくる「過信」や

「慣れ」などから、倫理意識が低下

しないようフォローする。 

職場職域を超えた倫理意識の認識共有を図るため、グル

ープワークを取り入れた不正行為排除研修を実施する。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
強
化
】
不
正
行
為
の
防
止
に
関
す
る
職
員
意
識
に
つ
い
て 

職員倫理やコン

プライアンス研

修等のテーマが

多岐にわたって

おり、その実施

が必ずしも不正

行為の防止に向

けた意識の醸成

につながってい

ない。 

研修の内容とし

ては、自らも当事

者となり得ると

いう意識付けが

できるものであ

る必要があり、他

団体事例や参加

型研修など当事

者意識の醸成を

図るものとする

必要がある。 

また、研修等の取

組みの実施後は、

職員の理解度を

測り、研修の効果

をチェックする

とともに、その内

容を定期的に見

直し、より充実し

たものにしてい

くことも必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 当事者意識の醸成を図るため、実例を踏まえ

たワークショップ形式での研修を実施する。 

(2) 理解度測定シートを作成・掲示し定期的に自

己点検を行う環境の整備を行う。 

（「不祥事に対する認識」、「業務上の関係業者へ

の対応」、「私生活における心構え」など） 

(3) 懲戒処分事例などを周知することで職員意

識の向上を図る。 

(4) 工事を担当する若手職員の意識醸成につな

げることを目的に、各職場で工事契約手続きに

おいて注意している点についての意見交換の

場を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部会 人材育成検討部会 

所管部署 人事課 

実施時期 R元年     R２年     R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年から継続実施 

(1)(2)(3) に

ついて令和元

年 11月に「職

員 倫 理 資 料

室」を設置し

た。 

(4)について

令和 2 年度か

ら実施してい

く。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
強
化
】
不
正
行
為
を
防
止
す
る
体
制
に
つ
い
て 

公共工事関係業

務に関わる職員

が、事業者側か

らアプローチを

受けた場合や、

その対応に迷っ

た際の相談体制

が、統一的に明

文化されていな

い。 

 

・定期的な人事

異動のみならず、

担当替え等も行

い、事業者との過

度な接触を避け

る取組みを行う。 

・担当職員の孤

立を防ぐ観点か

らも、事業者との

接触も含めて複

数担当者で対応

することで、不正

行為への抑止作

用を働かせるこ

とができる。 

 

(1) 事業者に対して適切に対応するため職員倫

理の周知徹底を図る。 

(2) 事業者への対応については、複数の担当者で

行うことを徹底する。 

(3) 相談体制については、契約課が作成している

「入札・契約に関わる不適正行為の記録・報告

事務処理フロー」について活用につながるよ

う、既存の制度の周知徹底を図る。（職員倫理資

料室で対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部会 人材育成検討部会 

所管部署 人事課、契約課、事業主管課 

実施時期 R元年     R２年     R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R元年から継続実施 

(1)(3)につい

て令和元年 11

月に「職員倫

理資料室」を

設置した。ま

た、あわせて

(2)について

の 周 知 を 図

る。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
強
化
】
不
正
行
為
を
防
止
す
る
体
制
に
つ
い
て 

組織的なチェッ

ク体制や不正行

為の防止に関す

る職員への周知

にばらつきがあ

ることなどによ

り、ごく身近で

生じている不正

の兆しを見逃す

など、各職員の

当事者意識が希

薄になっている

可能性が考えら

れる。 

 

・「社会的妥当性

を逸脱した苦情

等への対応マニ

ュアル」について

具体的に職員に

周知するととも

に、リスクを未然

に防止するため

に業務に適合し

た対応マニュア

ルを整備し、周知

する。 

・通報制度をよ

り具体的にルー

ル化し、組織内で

是正力が作用す

る、不正行為の兆

しを見逃さない

職場風土の醸成

等を進めていく

必要がある。 

(1) 現行の「社会的妥当性を逸脱した苦情等への

対応マニュアル」をわかりやすく周知するとと

もに、各職場における業務に適合した対応マニ

ュアルの整備、周知を行う。（職員倫理資料室で

対応） 

(2) 各所属に関係制度文書を紙ベースで設置す

る。 

(3) 不正行為の兆しを見逃さない職場風土の醸

成等の観点から内部通報制度の周知を図ると

ともに（職員倫理資料室で対応）通報制度の具

体的なルール化について検討を行う。 
 

担当部会 人材育成検討部会 

所管部署 人事課、契約課、事業所管課 

実施時期 R元年     R２年      R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

完了   

(1)(3)につい

て令和元年 11

月に「職員倫

理資料室」を

設置した。(2)

及び (3)の通

報制度につい

て適切に制度

利用されるよ

う内部統制制

度におけるリ

スクとして位

置 付 け て い

く。 

 

【
機
密
情
報
管
理
】
工
事
発
注
に
お
け
る
情
報
管
理
に
つ
い
て
（
再
掲
） 

文書管理上の問

題について、事

件後、改めて意

識付けが図られ

たが、裏を返せ

ば、運用基準が

徹底されていな

かったというこ

とである。 

文書管理に対す

る恒常的な意識

付けが求められ

る。 

適正な文書管理について、様々な研修機会におい

て研修を実施する。また、文書等により定期的な

職員への周知を行う。 
 

担当部会 人材育成検討部会 

所管部署 コンプライアンス推進課 

実施時期 R元年     R２年     R３年 

４月 ９月  ４月  ９月 ４月 

    

R２年度から継続実施 

令和 2 年度か

らの研修で対

応を行うこと

とした。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
入
札
契
約
制
度
】
入
札
・
契
約
に
関
す
る
事
務
手
続
に
つ
い
て 

一部の情報につ

いて、担当以外

の職員が閲覧可

能である。 

共有フォルダ内

の機密情報につ

いての取扱基準

が不明確な状況

である。 

作成するデータ

や書類に工事価

格の記載がある

が、その必要性を

検証し最小限に

するとともに、組

織内での機密情

報の閲覧を限定

する対策が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 入札・契約に関する事務手続において作成す

るデータや書類について、工事価格の記載の必

要性を検証した上で、その記載を必要最小限に

する。 

① 作成するデータ及び書類ごとに工事価格

記載の有無を確認 

 ② ①で確認した工事価格記載の必要性を検

討  

 ③ ②で必要がない記載があればその記載を

廃止 

 

(2) 組織内での機密情報の閲覧を限定する。 

 ① 担当以外の職員が閲覧可能な情報の有無

を確認 

 ② ①で確認した結果閲覧可能な情報があれ

ばこれを制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部会 入札制度改革検討部会 

所管部署 契約課 

実施時期 R元年   R２年     R３年 

４月 ９月   ４月  ９月 ４月 

    

緊急対応完了   

    

    対応完了 

(1)について

令和元年 5 月

からメールに

よる契約依頼

文（電子デー

タ）への設計

額の記載を廃

止した。 

 

 

 

 

(2)について

令和元年 5 月

から設計額が

記載された契

約依頼文（紙）

は、契約課に

持参するとと

もに、公表用

の金入設計書

のデータは落

札候補者決定

時に契約課に

提出すること

とした。 

また平成 31年

4 月から契約

課の共有フォ

ルダをグルー

プ別にし、他

グループの職

員はアクセス

できないよう

にした。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
入
札
契
約
制
度
】
最
低
制
限
価
格
の
算
定
方
式
、
落
札
者
決
定
方
法
等
に
つ
い
て 

最低制限価格の

算定は、多くの

自治体が算定に

用いる手法に準

じ設定してお

り、当算定方式

以外の算定基準

がなく他の方法

で算定すること

は困難な状況の

中、最低制限価

格は固定値のた

め、その価格を

知れば高い確率

で落札すること

が可能となる。 

不正行為防止の

ため最低制限価

格にランダム係

数を乗じる方法

等のほか、低入札

価格調査制度の

対象工事の拡大

や簡易型の総合

評価方式の導入

等を検討する必

要がある。 

また、分かりやす

い図面の提示な

ど、積算可能な情

報の開示により

価格情報の価値

の低下や、競争性

確保のため入札

参加者の増に向

け入札条件の緩

和などを検討す

べきである。 

(1) 固定値である最低制限価格を知っても落札

につながらない落札者決定方法の導入による

最低制限価格情報の価値を低減する方策とし

て、以下の方法について検討を進める。 

① 最低制限価格にランダム係数を乗じる方

法の導入 

② 低入札価格調査制度の対象工事の拡大 

③ 簡易型の総合評価方式の導入 

(2) 価格情報の価値を低減する方策として、図面

の提示、見積価格の公表等、積算可能な情報の

開示について検討する。 

あわせて、競争性確保のため、入札参加者を

増やすため、入札条件の緩和を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部会 入札制度改革検討部会 

所管部署 契約課 

実施時期 R元年   R２年    R３年 

４月 ９月   ４月  ９月 ４月 

    

低入札価格調査制度の拡大（一次） 

検討 周知 実施  

    

他市状況調査及び

その結果を踏まえ

た検討（二次） 

順次実

施に向

け周知 

(1)について

令和 2 年 4 月

から低入札価

格調査制度の

対象工事を拡

大することと

した。 

低入札価格調

査制度の更な

る活用を基本

として、対象

工事の拡大を

進めていくこ

ととした。 

 

(2)について

数量、使用資

材、機種、割増

対 象 等 に つ

き、公表でき

るものは公表

することを基

本姿勢として

公表を進める

こととした。 

あわせて、令

和 3 年 4 月か

ら、入札参加

者を増やすた

め、現場代理

人の配置基準

並びに入札参

加件数及び受

注制限件数を

緩和すること

とした。 
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項目 課題・問題点 改善策の内容 取り組みの方向性 進捗状況 

【
入
札
契
約
制
度
】
価
格
内
訳
書
の
チ
ェ
ッ
ク
に
つ
い
て 

事業者から提出

される価格内訳

書について、提

出の有無及び合

計額が入札金額

と一致している

かの確認は行っ

ているが、内訳

のチェックは行

っていない状況

である。 

 

 

 

今後は、内訳金額

の内容をチェッ

クすることによ

り、事前に不正の

有無を判断でき

るような方法に

ついて、調査・研

究を進める必要

がある。 

 

 

 

 

 

価格内訳書の確認の手法につき、他の自治体の取

組みも参考にしつつ、調査・研究を進める。 

 

 

 

担当部会 入札制度改革検討部会 

所管部署 契約課 

実施時期 R元年     R２年     R３年 

４月 ９月   ４月  ９月 ４月 

    

試行、他市状況調査及びそれ

らの結果を踏まえた検討 

入札監視委員

協議会におい

て、定期的に

価格内訳書の

調査を行い、

着眼点等につ

いて助言を得

る こ と と し

た。 

 

 

 

 

 

 

【
入
札
契
約
制
度
】
入
札
監
視
員
の
職
務
に
つ
い
て 

突発的な不正情

報の審査は、個

別に意見を求め

ており、意見交

換による議論の

広がり、深まり

が得られ難い状

況であり、市の

対応に十分に反

映されないこと

が見受けられ

る。 

より幅広い見識

から重層的に議

論を得たうえで

意見を集約し、市

に対して当意見

を提出するため

にも、複数の委員

で構成する委員

会を設置すべき

である。また、定

期的な開催など

も検討すべきで

ある。 

(1) 審議案件として作成された資料に基づいて

複数の学識経験者が議論し、意見を集約する仕

組について検討し、運用する。 

 ① 入札監視員の担任事務及び位置付けにつ

いて検討 

 ② ①の検討結果に基づき、定期的な審議を実  

  施 

(2) 談合疑義情報等の不正情報への対応につき、

入札監視員の専門的な知見を有用に活用する。 

 ① 本市の特徴である突発的な不正情報の審

査を機動的かつ効果的に行う方法について

検討 

 ② ①の検討結果に基づき対応 

 

 
 

担当部会 入札制度改革検討部会 

所管部署 契約課 

実施時期 R元年     R２年     R３年 

４月 ９月   ４月  ９月 ４月 

    

    検討 実施 

(1) (2)につい

て 

入札監視員の

設置目的（入

札及び契約の

過程並びに契

約の内容の透

明性を確保す

るために、第

三者の視点で

監視を行うこ

と。）に鑑み、

その位置付け

を地方自治法

に基づく専門

委員に改め、

新たに専門委

員協議会を設

置した。 
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